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研究成果の概要（和文）：裁判の遅延は、和解交渉における訴訟当事者間の交渉力の優位性を歪め、司法制度の
機能を低下させる。本研究では、裁判の遅延が、和解までにかかる時間への影響を推定した。裁判遅延がもたら
す影響は、被告が責を負うか否かであるかによって異なる影響があることを実証的に示した。本研究での実証結
果を説明可能な経済モデルは既存文献に存在しないため、実証結果に整合的な動学的交渉モデルを構築、定式化
した。裁判の遅れによって有責である被告を除く当事者が全て不幸になることを示し、「裁判の遅延は正義の否
定に等しい（Justice Delayed is Justice Denied）」という法の格言を経済モデルを用いて示した。

研究成果の概要（英文）：Delayed justice jeopardizes the function of the judicial system, distorting 
the preponderance of bargaining powers among litigants in settlement negotiation. We empirically 
demonstrate that delayed justice leads to heterogeneous timings of settlements depending on whether 
a defendant is liable. We develop a dynamic bargaining model that matches our empirical findings. 
All participating parties but liable defendants are shown to be worse off as a result of delayed 
justice, explicating the legal maxim: justice delayed is justice denied.

研究分野： 実証産業組織論

キーワード： 訴訟　交渉
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研究成果の学術的意義や社会的意義
まず、本研究は裁判の遅延と訴訟の結果の間の因果関係を示した最初の研究である。裁判の遅延は交渉における
交渉力のバランスを乱し、交渉のタイミングだけではなく社会厚生への影響が懸念される。裁判の遅延の問題が
長期にわたって論議されていることと、この問題が米国だけの問題ではないことから、このような研究の価値は
高いと言える。また、実証結果に基づいた理論研究は著者が知る限りにおいて既存文献には存在しないため、本
研究ではエビデンスに基づいた訴訟交渉モデルを構築する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１． 研究開始当初の背景  
本研究では、民事訴訟における裁判の遅延が訴訟の交渉結果と効率性に与える影響を実証的 

に分析する。民事訴訟においては、係争中に当事者間で交渉が行われ、和解が成立しなければ最 
終的に訴訟の結論は裁判所の判決に委ねられる。しかし、係争の当事者によって裁判が申請され 
てから実際に裁判が執り行われて結審するまでに長い時間を要することが多いため、結果とし 
て訴訟プロセス全体にかかる時間は膨大なものになる。米国のケースを例にとると、複雑なケー 
スでは和解や判決に至るまでに十年かかることも少なくない。このような裁判の遅延は、裁判所
が取り扱う訴訟の多さと裁判官の不足に起因していると言われており、関係者すべての時間コ
ストを増大させることから、重要な社会経済的な問題として広く議論の対象となっている。しか
し一方で、裁判の遅延が実際に訴訟プロセス全体にどのような影響を与えているか、効率性を損
なっているかは必ずしも明らかではない。例えば、原告と被告が裁判の遅延を予見すれば、訴訟
の初期段階での和解が双方にとってより望ましくなるため、結果として早期の和解をもたらす
ことも考えられるからである。  

 
２． 研究の目的  

本研究の目的を以下に纏める。（１）本研究は、裁判の遅延と訴訟の結果の間の因果関係を示 
した最初の研究である。裁判の遅延の問題が長期にわたって論議されていることと、この問題が 
米国だけの問題ではないことから、このような研究の価値は高いと言える。（２）訴訟当事者が 
裁判を遅らせるインセンティブを詳細なデータを使い明らかにする。本研究で扱うデータには、 
訴訟中に起きた事柄に加えて、訴訟当事者が、いつ、どういう行動をとったかなどの詳細な情報 
が記載されている。特に裁判がいつ行われたかについてのデータは経済的な実証研究では過去 
に使用された例がなく、その情報を用いて訴訟当事者のインセンティブを明らかにすることは 
斬新である。最後に、実証結果に基づいた理論研究は著者が知る限りにおいて既存文献には存在 
しないため、本研究ではエビデンスに基づいた訴訟交渉モデルを構築する。  

 
３． 研究の方法  

米国における医療過誤に関する訴訟データを用い、裁判の遅延が訴訟プロセスに与える影響 
を実証的及び理論的に検証する。（１）裁判の遅延が訴訟の結果に及ぼす影響を推定する。具体 
的には、裁判所の取り扱っている案件の数によって引き起こされる遅延が個々の訴訟にとって 
は外生的であることに着目し、その遅延と訴訟結果の間の因果関係を明らかにする。（２）裁判 
の遅延の効率性への影響を推定するため、動学的な交渉モデルを構築し、それをフロリダ州のマ 
イクロデータを用いて構造的に推定する。与えられたパラメータのもとで交渉モデルを解くこ 
とによって、外生的な変数（主に裁判の遅延）と内生的な変数（主に和解の確率、和解までの平 
均的な時間など）の間の理論的な関係が予測される。直感的には、この理論的な関係とデータ中 
に観察される実際の関係が近くなるようにパラメータが推定される。最後に、推定されたモデル 
とシミュレーションを用いて、裁判の遅延の変化がどのように訴訟プロセス全体に影響を与え 
るかを分析する。  
 

４． 研究成果  
裁判の遅延は、和解交渉における訴訟当事者間の交渉力の優位性を歪め、司法制度の機能を 

低下させる。本研究では、裁判の遅延が、和解までにかかる時間への影響を推定した。裁判の遅
延がもたらす影響は、被告が責を負うか否かであるかによって異なる影響があることを実証的
に示した。本研究での実証結果を説明可能な経済モデルは既存文献に存在しないため、実証結果
に整合的な動学的交渉モデルを構築、定式化した。本研究では、米国州裁判所における取り扱い
案件数の急増が医療訴訟における和解のタイミングにどう影響するか検証した。結果として、賠
償金が支払われた案件では和解のタイミングが早まり、一方で不起訴・棄却された案件では和解
のタイミングが遅れることがわかった。この実証結果は、一見すると原告側の交渉力が強まって
いるように見え、非直感的である。なぜなら、裁判の遅延により交渉上有利になるのは被告側で
あり、原告側が有利になるとは考えにくいからである。続いて訴訟の動学的交渉モデルを構築、
定式化することで、上記実証結果を経済モデルを用いて説明した。このモデルでは、原告は係争
中に「諦める」ことが可能であり、被告は「放棄する」ことが可能である。これら選択を可能に
することにより、訴訟の棄却が一意に決定する混合戦略均衡が生じ、上記実証結果を説明可能と
した。この理論的結果の直感的説明は以下となる。裁判の遅延は原告を頑固にし、諦めにくくな
る。有責である被告は原告が諦めない事を悟り早期に支払い請求に応じて和解する。責を負わな
い被告は放棄することはないため、原告が諦めにくくなる事により支払いが発生しない案件で
は和解のタイミングが遅れる。原告が諦めにくくなるのは被告が有責であるというビリーフが
強くなるから（ある係争中の一時点に達している事自体が被告に責があるという信念を形成す
るから）である。裁判の遅延は原告を頑固にし、粘り強くすることから責を負わない被告に不利
益を与え、原告自身も不利益を被る。一方、責を負う被告に関しては早期に放棄することから同



等の被害は被らない。本研究では、裁判の遅延は責を負う被告を除くすべての訴訟当事者に損害
を与え、「裁判の遅延は正義の否定に等しい（Justice Delayed is Justice Denied）」という法
の格言と一致する事を示した。 
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